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お客様各位 

Management Information 

 
会計実務概論「病医院会計のすべて」 
 

第２部 病院会計制度概論 

 第 11 章 キャッシュ・フロー計算書の 

     作成 
 

11-2-1 キャッシュの増減表の作成（承前） 

図表 11-3 キャッシュ・フロー計算書を作成するため

の精算表（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この精算表は、上段が期首と期末の貸借対照表を比較

したものであり、下段がキャッシュ・フロー計算書とい

う構造になっている。そして、修正仕訳の列でキャッ

シュの増減をキャッシュ・フロー計算書に振り替えるこ

とによって、 終的に右下の部分にキャッシュ・フロー

計算書が完成する構造となっている。なお、この表にお

けるキャッシュ・フロー計算書の各項目は、キャッシュ

の増減関係の設例で必要な項目のみを記載している。実

務では貸借対照表の勘定の数もさらに多くなり、キャッ

シュ・フロー計算書の各項目の数も多くなることに注意

したい。 

＜続く＞ 

（井出健二郎著「病医院会計のすべて」日本医療企画より） 

 介護保険の要となる介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）の公正・中立を担保するための【特定事業所集

中減算】について、不適切に集中率を低く計算して、減

算を免れている事業所があるとして、厚生労働省が事務

連絡「居宅介護支援に係る特定事業所集中減算の適正な

適用について」を示しました。 

  

介護保険制度においては、ケアマネジャー（居宅介護

支援）が利用者・利用者家族の状況やニーズ、地域の介

護資源、医療専門職等の助言などを総合的に勘案してケ

アプランを立てます。このケアプランに何らかの偏った

判断が加えられれば、公正性、中立性が揺らいでしまい

ます。それが、特定の介護サービス事業所への利益誘導

等によるものであることなどは言語道断です。 

◇今回の事務連絡の内容（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 居宅介護支援における特定事業所集中減算の適否の

確認について 

2 判定期間の割合の算出方法に関する居宅介護支援事

業所への周知について 

3 一覧表の市区町村への提供時期について 
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